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令和７年８月豪雨からの復旧・復興本部について

令和７年９月 知事公室



令和７年８月豪雨からの復旧・復興本部

○ ８月１０日からの大雨災害については、初動期の応急対応に一定の目処が立ちつつある状況であり、復旧・復興期へと

フェーズが移行している。

○ そのため、これまでの大規模災害と同様に、県庁の各部局が一体となって、被災地の復旧・復興を迅速かつ強力に推進

するため、９月２５日（木）に「令和７年８月豪雨からの復旧・復興本部」を設置。

１．今次被害の検証・課題及び復旧・復興に向けた施策の共有

２．復旧・復興プランの策定、進捗管理及び取組みの推進

設 置 趣 旨

○本部 長 : 知事

○副本部長 : 副知事

○本 部 員 : 知事公室長、各部長、理事（デジタル戦略、球磨川流域

 復興、食のみやこ推進担当）、会計管理者、企業局長、

病院事業管理者、教育長、県警本部長

役 割

組 織 体 制
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令和７年（２０２５年）９月２５日（木）１６時１５分～

※第１４回災害対策本部会議に引き続き開催

（災害対策本部は第１４回会議を以って終了）

開 催 日 時

令和７年８月豪雨からの復旧・復興プランについて

○「令和７年８月豪雨からの復旧復興・本部」の設置について

○ 復旧・復興プランについて

会 議 概 要

➢ 復旧・復興に向けた取組みは複数分野に渡り、部局間の連携及び進捗管理が重要となることから「復旧・復興プラン」を策定し、その中で課

題検証と進捗状況の一元化・共有を行うもの。

➢ 第１回会議において、策定の方向性・項目を協議。

⚫ 被災者の救済・生活支援

住まいの確保、医療・社会福祉施設等の復旧、災害廃棄物の早期適正処理 等

⚫ 産業復興支援

農林畜水産業者への支援、中小企業者等への支援 等

⚫ 社会・産業インフラの機能回復

公共土木、農地・農業施設、教育施設、自然公園、交通インフラ、警察施設の復旧 等

⚫ 防災・減災の取組み

防災・減災・国土強靱化（内水対策等を含む）への取組み 等

○策定スケジュール

令和７年 ９月２５日（木）：復旧・復興プラン項目（案）を提示

令和７年１２月頃 （予定）：復旧・復興プラン策定

令和８年 ８月頃 （予定）：復旧・復興プラン進捗の確認
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第１回復旧・復興本部会議



「令和７年８月豪雨からの復旧・復興プラン
項目（案）
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第１回復旧・復興本部会議



消防学校再整備の進捗状況について

❷災害対応能力の向上
消防学校は、九州を支える広域防災拠点構想において、他県等からの応援部隊の集結・
活動拠点に位置づけられていることから、施設や集結活動スペース、駐車場の拡張により、
緊急消防援助隊の受援・拠点機能を強化
⇒ 現在、運動場及び駐車場を含む外構の基本設計実施中

❶教育訓練環境の向上、女性受入環境の充実
寝室を個室化するとともに、共同で利用しているシャワー、トイレ、洗面所、洗濯・乾燥機を
複数箇所に配置するなど、女性を含めた受入環境を充実

２ スケジュール（予定）

工  事 名 消防学校本館・寄宿舎改築工事
工 事 場  所 上益城郡益城町惣領２１６７地内

工    期 契約締結の日の翌日から令和９年（２０２７年）７月３０日まで

 （余裕期間３０日間を含む）

⑴ 構    造：RC+W造、免震ピットRC造
⑵ 階    数：地上４階      （現行 地上３階）
⑶ 概算事業費：約４４．１億円       （内訳：設計費１．８億円、工事費４2．３億円）
⑷ 建 築 面 積：約１,７８３㎡  （現行 １,７４９㎡）
⑸ 延 床 面 積：約５,４１２㎡  （現行 ３,４６５㎡）

※ 財源については緊急防災・減災事業債を 最大限活用

1 本館及び寄宿舎の再整備状況

総務常任委員会報告資料②

令和７年９月議会 消防保安課

今回工事箇所
（本館・寄宿舎建設場所）

屋内運動場

備蓄倉庫

新車庫

訓練塔

水難救助
訓練施設

倉庫

運動場

本館・寄宿舎

【完成予想図（予定）】 消防学校本館・寄宿舎 工事費 
建  築  工  事：2,803,900,000円  
電気設備工事：   778,030,000円 
機械設備工事：   650,736,900円

  合   計：4,232,666,900円 

【再整備後の配置案】
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熊本県過疎地域持続的発展方針の策定等について
１ 熊本県過疎地域持続的発展方針及び計画
（１）策定の目的

過疎地域持続的発展方針は、過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第７条に基づき策定
するものであり、本県が行う過疎地域持続的発展のための対策の大綱であるとともに、市町村が計画
を定める際の指針となるもの。

（２）根拠 過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法（施行日︓令和３年４月１日）
（３）対象期間

令和８年度から令和１２年度まで（５年間）
（４）位置づけ

【県】過疎地域持続的発展方針
・県が行う過疎対策の大綱
・市町村が策定する計画の指針

［法第７条］

【県】過疎地域持続的発展都道府県計画
・市町村に協力して県が行う事業 ［第９条］

【市町村】過疎地域持続的発展市町村計画
・市町村が行う過疎対策事業 ［第８条］

（６）振興山村指定市町村（２４市町村）

（１）策定の目的
山村振興法の基本理念や目的を実現するため、山村振興法第７条の２の規定に基づき本県が取り組

むべき山村振興対策の大綱として定めるものであり、市町村が具体的な実施計画となる山村振興計画
を策定する際の指針となるもの。

（２）根拠 山村振興法（改正法施行日︓令和７年４月１日）
（３）山村振興法（改正）のポイント

山村の役割として「農林水産物の供給」「生物多様性の確保」「地球温暖化の防止」を明記し、振
興の目的として「山村の自立的かつ持続的な発展」「地域の特性を生かした産業の成長発展等」を明
記。また、都道府県の責務として「市町村相互間の広域的な連携の確保」や「情報提供等の援助」の
努力を追加。

（４）対象期間 令和７年度から令和１６年度まで（１０年間）

２ 熊本県山村振興基本方針

【県】山村振興基本方針
・県が行う山村振興の大綱
・市町村が策定する計画の指針

［第７条の２］

【市町村】山村振興市町村計画
・市町村が行う山村振興対策事業

［第８条］

（６）その他
令和７年国勢調査の結果を受け、令和８年度以降に改定予定。

南小国町、小国町、産山村、水上村、五木村、山江村、球磨村全域指定
八代市、水俣市、天草市、山鹿市、菊池市、上天草市、阿蘇市、大津町
高森町、南阿蘇村、西原村、甲佐町、山都町、芦北町、多良木町、相良村
あさぎり町

一部指定

協
力

３ 宇土天草地域半島振興計画

人吉市、水俣市、上天草市、阿蘇市、天草市、美里町、南関町、和水町、
南小国町、小国町、産山村、高森町、南阿蘇村、甲佐町、山都町、芦北町、
津奈木町、多良木町、湯前町、水上村、相良村、五木村、山江村、球磨村、
あさぎり町、苓北町

全部過疎

山鹿市みなし過疎
八代市（旧坂本村、旧鏡町、旧東陽村、旧泉村の区域）、玉名市（旧天水
町）、菊池市（旧旭志村）、宇城市（旧三角町、旧豊野町の区域）、氷川町
（旧竜北町）

一部過疎

宇土市、上天草市、苓北町全域指定

宇城市（旧三角町及び旧不知火町）、天草市（旧御所浦町を除く）一部指定

（１）策定の目的
半島振興法の基本理念や目的を実現するため、半島振興法第３条の規定に基づき本県が取り組む

べき半島振興の施策として定めるもの。
（２）根拠 半島振興法（改正法施行日︓令和７年４月１日）
（３）半島振興法（改正）のポイント

半島地域の役割として、「自然環境及び良好な景観の保全」「多様な再生可能エネルギーの導入及
び活用」を追加し、目的に「半島防災」「地方創生」を図ることを追加。また、都道府県の責務とし
て「市町村相互間の広域的な連携の確保」や「情報提供等の援助」の努力を追加。

（４）対象期間 令和７年度から令和１６年度まで（１０年間）

【国】半島振興基本方針
・半島振興対策実施地域の振興の方針
・県が策定する計画の指針［第２条の２］

【県】宇土天草地域半島振興計画
・県が行う半島振興の施策

［第３条］

（５）過疎関係市町村（３２市町村）

（５）位置づけ

（５）位置づけ

（６）半島振興対策実施地域（５市町）

総務常任委員会報告資料③
令和７年９月議会 地域振興課

【県】方針案策定作業 【県方針】パブコメ実施 【県・市町村】
計画策定【県・市町村】計画策定

【市町村】計画策定

・方針案調整（市町村意見照会等）
・総務省事前協議準備 方針案報告

9月定例会 方針策定

方針策定・方針案調整（市町村意見照会等）
・農水省事前協議準備

・計画案調整（市町村意見照会等）
・国交省事前協議準備

計画策定

【県】方針案策定作業

【県】計画案策定作業

方針案報告

12月定例会

４ 策定スケジュール

【県方針】パブコメ実施
計画策定



熊本県過疎地域持続的発展方針（案）について

人吉市、水俣市、上天草市、阿蘇市、
天草市、美里町、南関町、和水町、
南小国町、小国町、産山村、高森町、
南阿蘇村、甲佐町、山都町、芦北町、
津奈木町、多良木町、湯前町、水上
村、相良村、五木村、山江村、球磨
村、あさぎり町、苓北町

全部
過疎

山鹿市みなし
過疎

八代市（旧坂本村、旧鏡町、旧東
陽村、旧泉村の区域）、玉名市
（旧天水町）、菊池市（旧旭志
村）、宇城市（旧三角町、旧豊野
町の区域）、氷川町（旧竜北町）

一部
過疎

過疎関係市町村（３２市町村）

第２ 過疎地域の現状と課題

過疎地域がくらしの場として選ばれ、そこに暮らす住民が誇りと自信、愛着を持てるような、持続可
能な地域づくりを目指すことを基本方針とし、以下の視点をもって過疎地域の持続的発展に向けた振興
策を展開する。

第１ 基本的な事項

45
 過疎関係市町村 32

26
1
5
9

 全市町村

 一部過疎を有する市町村
 一部過疎

 全部過疎
 みなし過疎

総務常任委員会報告資料③
令和７年９月議会 地域振興課

１ 過疎地域の現状
本県における過疎関係市町村は、全域が過疎地域である市町村が２６市町村、みなし過疎が１市、一部過

疎が５市町９地域であり、過疎法の適用を受ける市町村は、全体の７１．１％（３２市町村／４５市町村）
となっており、県内の過半の市町村において過疎法の適用を受ける状況である。
２ 過疎地域の課題

過疎地域では人口減少による集落の小規模化や地域住民の高齢化により集落機能の維持が困難となってい
る。また、社会基盤整備は進んでいるものの、非過疎地域と比較すると依然として遅れがあり、公共施設整
備も時代に即したまちづくりが求められている。このほか、医療・福祉サービスの充実により、高齢者等が
安心して暮らせる環境づくりも必要である。

第４ 具体的施策 ※赤字は今回の改定で追加（変更）した事項

過疎地域の持続的発展の支援に関する特別措置法第７条の規定に基づき、本県における過疎地域の持続的
発展に向けた対策の大綱として、また、市町村が計画を定める際の指針として策定するものであり、その期
間は、令和８年（２０２６年）４月１日から令和１３年(２０３１年)３月３１日までの５箇年間とする。

第３ 過疎地域の持続的発展の基本的な方向

１ 移住定住、地域間交流の促進、人材育成
・移住定住の促進（相談窓口の設置やデジタル技術を活用した効果的な情報発信、総合的な移住定住施策の実施）
・地域間交流の促進（都市部との交流促進に向けた受入体制整備や牽引役となる人材育成、二地域居住のための環境整備）
・人材の確保及び育成（課題解決に向けた外部人材の確保や多様な人材育成、持続可能な行政システムの構築）

２ 産業の振興
・農林畜水産業の振興（「食のみやこ熊本県」の創造に向けて要となる農林畜水産業の担い手確保・育成や、生産性向上、

高付加価値化、販路拡大の推進）
・商工業の振興（新たな産業の創出や地域の特性・バランスを考慮した企業誘致の促進、イノベーションを担う人材育成）
・情報通信産業（情報通信基盤の整備やＩＴ関連企業の立地促進、地域企業の高度化・多様化）
・観光産業の振興（観光産業を通した過疎地域を含む地域の活性化や持続可能な観光地域づくり）
・港湾の整備（重要港湾の観光拠点化の促進や地方港湾の機能充実）

３ 情報化の推進
・ＤＸの推進（人口減少や過疎化が進行しても誰もが住み慣れた地域で暮らすためのデジタル化、ＤＸの推進）
・ＩＣＴを利活用するための環境整備（超高速ブロードバンドの未整備地域解消や携帯電話エリア等の整備）
・ＩＣＴを活用した課題解決と地域活性化（医療・福祉・介護分野などのサービスへのＩＣＴの活用）
・デジタル行政の実現（情報システムの標準化・共通化やＡＩ等を利活用した業務効率化）

４ 交通施設の整備及び交通手段の確保等
・道路の整備（過疎地域とその他の地域を結ぶ道路及び過疎地域内を連絡する道路の計画的な整備）
・交通確保対策（公共交通の運行に係る人材・資源の最適化や交通空白地帯の解消）

５ 生活環境の整備
・水道、生活排水処理施設及び廃棄物処理施設等の整備（水道施設、生活排水処理施設、ごみ処理施設等の整備）
・消防・防災施設等の整備（消防車両や高規格救急車の導入、耐震性貯水槽の設置等、消防団員の加入促進）
・災害に強いまちづくり（道路、河川、農林水産基盤の整備や耐災化、国土強靭化のためのインフラ強化）

６ 子育て環境の確保、高齢者等の保健・福祉の向上及び増進
・児童その他の保健・福祉の向上及び増進を図るための対策
（「こどもまんなか熊本」の実現に向けた、出会いから結婚、妊娠・出産、子育てまで、切れ目のない支援、結婚後・出産後・子育て
中も安心して働き続けたいと思える職場環境づくり、療育支援体制の構築、障害児通所支援体制の整備）
・高齢者等の保健・福祉の向上及び増進を図るための対策
（高齢者の身体活動・運動の重要性の啓発、認知症サポーターの養成・活躍の場の拡大支援等地域支援体制の整備）

７ 医療の確保
・過疎地域を支える医師の確保（地域医療を志す医学生の確保、医師の養成、地域で勤務する医師が安心して勤務しながら

キャリアアップできる環境整備）
・へき地医療拠点病院等の運営支援、機能強化・拡充（施設設備等に対する補助や計画的な医師派遣）

８ 教育の振興
・公立小中学校等の教育施設の整備（校内通信ネットワークや端末等のＩＣＴ機器の維持管理・更新、廃校の有効活用）
・図書館その他の社会教育施設等の整備（図書館の利便性向上や地域住民の学習機会の確保）

９ 集落の整備等
・集落の維持・活性化（買い物支援や生活交通の維持・確保、地域自治組織が行う自主的活動に対する支援）

１０ 地域文化の振興等
・地域文化の振興等（無形民俗文化財の次世代への承継及び調査、担い手育成のための意識醸成）

１１ 再生可能エネルギーの利用の促進
・再生可能エネルギーの導入・利用促進（再生可能エネルギー普及促進、県民・事業者等における利用促進）

人材の確保・育成 持続可能な地域
経済活動の実現 安全・安心なくらしの確保
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総務常任委員会報告資料④
令和７年９月議会 空港アクセス鉄道整備推進課
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前回調査結果（R4.9月公表）今回調査結果項目

鉄道施設の構造

運行形態

運行本数（片方向）

空港駅から熊本駅の想定運賃
（参考：同区間のリムジンバス運賃）

航空旅客の見込み

建設期間（開業時期）

想定される国庫補助事業

ＪＲ負担金

事業費積算価格
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前回調査結果（R4.9月公表）今回調査結果項目

概算事業費

整備延長

所要時間
空港駅－熊本駅
(空港駅－肥後大津駅)

距離

需要予測(予測年次2035年)

30年(50年)
費用便益分析
(Ｂ/Ｃ)
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緑の流域治水の推進と五木村・相良村の振興について

１ 【裏面あり】

総務常任委員会報告資料⑤
令和7年9月議会 球磨川流域復興局付・河川課

１ 「緑の流域治水」の主な取組状況

R6     R7    R9 R17

環境保全対策

ダム本体工事

生活再建工事

斜面安定対策

評価レポート
作成・公表

付替村道（未施工区間の整備）

平場造成（協議が整った箇所から順次整備）

R7.3.25流水型ダムアドバイザリー会議設置

動植物のモニタリング

基礎掘削
工事開始

ダム本体打設
試験
湛水

地質調査の結果、地すべり発生の可能性がある箇
所において、順次対策を実施

環境保全措置の具体化/現場実装

R6.11着手

R7.2着手

転流工
魚道設置等

設計（模型実験等）

本体施工方法等検討

（１）新たな流水型ダムの進捗状況

（２）球磨川中神地区(人吉市)遊水地事業の着工式について

・9月5日～6日、土地収用法の規定に基づき、国土交通省(事業認定庁)が事業の
公益性や必要性について一般の意見を聴取する公聴会を開催。

・また、9月11日に開催された球磨川漁協臨時総会において、漁業補償契約案を
可決。

・引き続き、国において、令和9年度のダム本体基礎掘削工事の着手、令和17年
度の完成を目標に関連工事や調査・検討、各種手続きが進められる。

流水型ダム整備スケジュール（国土交通省九州地方整備局 川辺川ダム砂防事務所）

9/14 中神地区遊水地事業着工式

中神地区遊水地

国道219号

至 人吉球磨
ｽﾏｰﾄIC

至 八代市

JR肥薩線
西人吉駅

※遊水地面積：約14ha

日 時：令和7年9月14日
場 所：人吉市立中原小学校体育館
主 催：国土交通省 八代河川国道事務所

熊本県、人吉市
内 容：来賓祝辞、鍬入れ等

出典：国土地理院空中写真

球磨川



２

２．五木村・相良村の振興について

＜相良村＞

＜五木村＞

・引き続き、国・県・村が一体となり、村民の皆様の御意見を十分お聴きしなが
ら、目に見える形で着実に両村の振興を推進していく。

（３）球磨川水系県管理河川について

・球磨村の中園川において、家屋の浸水防止など浸水
被害を軽減する宅地かさ上げ工事が6月に完了。7月
には、くまもとアートポリス事業を活用した「球磨
村中園のみんなの家」の起工式が開催され、令和7年
度内完成予定。

・その他、河川改修、宅地かさ上げ、遊水機能を有す
る土地の確保・保全など13河川で事業推進中。 6月 中園川宅地かさ上げ完了（球磨村）

・9月24日に、宮園周辺地域の区長らで組織される
「五木村宮園周辺地域振興協議会」が開催。今年
度3回目。

・9月22日に、川辺川魅力創造事業交流拠点施設整
備(廻交流拠点)事業に関する村民説明会が開催。

・本施設は、くまもとアートポリス事業を活用し、
設計者を公募。今回、施設詳細設計について、村
から村民への説明を実施。

・今後、村では施設建築工事に、県では河川の階
段護岸工事に、着手予定。 川辺川魅力創造事業 完成イメージ図

（４）「緑の流域治水」に関する出前授業について

7/11 湯前小学校（湯前町）

・県では、「緑の流域治水」を広く県民の皆さんに情報発信する「見える化」を
推進。

・その一環として、球磨川流域の小・中・高校で県職員による出前授業を継続的
に実施中。

9/18 水上学園（水上村） 9/19 西瀬小学校（人吉市）

・10月18日に開催される「旧五木第二中学校校舎への感謝とお別れをする会」、
今後の交流人口等増加による賑わいづくり策、川づくり等について協議。

・住民主体の振興協議会を中心に、関係機関と連携した地域づくりを進行中。

旧五木第二中学校校舎（五木村）

中園川
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